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はじめに
―“グローバル化のなかで憲法を考える ” ということ―

本書は、グローバル化（ないしはグローバライゼーション）という現象が、憲
法学に対して何をもたらすのか、そしてそれを憲法学はどのように受け止
め、考えていくべきなのかについての検討を試みようとするものである。各
章の個別的な論点の検討に先立ち、ここで本書の目的を確認・敷衍していこ
う。

１　グローバル化とは何か 

グローバル化という言葉は、新聞やテレビ、雑誌やインターネット上で見
ない日はないほど普及している。その証拠に、いまやグローバル化は、初等
教育の段階から勉強する言葉となっているほどであるが、そこでグローバル
化はどのように説明されているのだろうか。まず、この一般的な理解として
のグローバル化という言葉の意味を確認しよう。
（１）学習指導要領における言及　　小学校学習指導要領（平成 29 年告示）

を見てみると、社会科の「教科の目標」に、「社会的な見方・考え方を働かせ、
課題を追究したり解決したりする活動を通して、グローバル化する国際社会
に主体的に生きる平和で民主的な国家及び社会の形成者に必要な公民として
の資質・能力の基礎を次のとおり育成することを目指す」ことが掲げられて
いる。

中学校、高校の学習指導要領にも、ほぼ同じ目標が掲げられている。すな
わち、中学校学習指導要領（平成 29 年告示）の社会科の「教科の目標」には、

「社会的な見方・考え方を働かせ、課題を追究したり解決したりする活動を
通して、広い視野に立ち、グローバル化する国際社会に主体的に生きる平和
で民主的な国家及び社会の形成者に必要な公民としての資質・能力の基礎を
次のとおり育成することを目指す」とされ、高等学校学習指導要領（平成 30

年告示）の「公民科の目標」でも、「社会的な見方・考え方を働かせ、現代の
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諸課題を追究したり解決したりする活動を通して、広い視野に立ち、グロー
バル化する国際社会に主体的に生きる平和で民主的な国家及び社会の有為な
形成者に必要な公民としての資質・能力を次のとおり育成することを目指す」
ことが掲げられている（波線部分が高校の学習指導要領だけに見られる部分）。
いずれも、教科の最も大きな「目標」のなかでグローバル化に言及されて

いるが、これは直近の学習指導要領の改訂によってなされたものである。こ
こには、グローバル化の重要性に対する強い認識が反映されているといって
よい。
その一方、グローバル化とは何かについて、学習指導要領では語られてい

ない。そこで、学習指導要領に基づいて作成された教科書の記述を見てみる
ことにしよう。
（２）中高教科書における記述　　まず中学校の教科書を紐解いてみると、
たとえば、東京書籍『新しい社会 公民』（令和 2 年検定済み）は、「グローバル
化（世界の一体化）とは、人や物、お金や情報などの移動が、国境を越えて地
球規模で広がっていくことをいいます」（10 頁）とある。帝国書院『中学生
の公民―よりよい生活を目指して』（令和 2 年検定済み）では、「世界の多く
の地域や人々が結びつき、互いに影響し合い、歴史上かつてないほど依存を
強めている動きをグローバル化と言います。運輸や情報通信に関わる技術が
進歩したことで、国境を越えたヒトやモノ、カネ、情報の移動が各段に速く
なり、また大量になったことが背景にあります」（5 頁）と説明されている。

高校の教科書でも、同趣旨の説明がなされている。たとえば、「現代社会」
―2022 年度以降から適用される学習指導要領では、「公民科」の必修科目
として「公共」が設置されることに伴い、「現代社会」は廃止―の教科書
である東京書籍『現代社会』（平成 28 年検定済み）は、「私たちの生きる社会の
特徴の一つ」として、「地球規模で、人やモノ、カネ、サービス、情報など
が相互に移動したり、関係しあったりして、世界の一体化が進むこと」と
説明されるグローバル化の進行が挙げられている（32 頁）。また、「グローバ
ル化する経済」の表題のもと、「グローバル化の時代においては、規格の統
一化や規模の経済性などの理由からグローバル・スタンダードが世界中で支
配的になっていった」（176 頁）とも説明されている。「政治・経済」の教科
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書である東京書籍『政治・経済』（平成 29 年検定済み）では、やや詳しく、「20
世紀後半になると、ヒト・モノ・カネが国境をこえて世界を自由に移動する
経済のグローバル化がみられるようになり、それに合わせて、製品の規格、
会計制度、経済制度などを標準化するグローバル・スタンダードが国境をこ
えて適用されるようになった。……グローバル・スタンダードに国内のルー
ルを従わせるということは、これまで自明とされていた一国の主権がもはや
絶対とはいえなくなったことを意味している」（200 頁）との説明がなされて
いる。
（３）本書におけるグローバル化　　以上の学校教科書における説明が、
さしあたりのグローバル化についての一般的理解だといえそうである。そこ
でグローバル化とは、ヒト・モノ・カネ・サービス・情報など、様々な対象
の国境を越えた移動という現象

4 4

を示す概念として理解されているといってよ
い。本書でも特に断りのない限り、この一般的な理解と同じ意味でグローバ
ル化（ないしグローバライゼーション）という語を用いている。
さらに、グローバル化という現象が何をもたらしているかについて、高校

の政治・経済の教科書で、従来は一国内で決められていた事柄についての
（近代主権）国家を超えた規格化・統一化の進展という状況が見られるといっ
たことも指摘されていたが、これが憲法学におけるグローバル化と特に関係
する点である。これについては後述する。
（４）類似概念との異同　　なお、グローバル化と類似した概念であり、

互換的に用いられることも少なくない概念として、国際化やボーダーレス
化、トランスナショナル（化）、グローバリズムなどがある。その異同につ
いても簡単に触れておきたい。

国際化とグローバル化の違いであるが、国際化は近代主権国家を前提とし
た、その相互間での関係についての概念であるのに対して、グローバル化は
先に見たように、近代主権国家それ自体の枠組みの動揺、さらには解体をも
含意する概念であるという違いがある。近代主権国家の「内」と「外」の区
別を維持するかそれとも相対化するか、という点で異なっているのである。

他方、ボーダーレス化は、国境という境界がもつ意味が低下する現象のこ
とを指しており、この点ではグローバル化と大きな違いはないが、ボーダー
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レス化が進むことによってグローバル化が進むという点で、グローバル化の
前提ないし前段階ということができる。
トランスナショナル（化）という言葉は、「国家（nation）」を「超えた（trans-）」

形で成立する関係のことを指す際に用いられる。この点ではグローバル化と
共通するが、必ずしも国家の相対化まで含意しているわけではない。その意
味では、ボーダーレス化と同様、グローバル化の前提ないし前段階と位置付
けることができる。
そしてグローバリズムは、グローバル化を望ましい現象であるとして支持

する「主義（-ism）」のことである。グローバル化の規範的側面あるいはイデ
オロギー的側面ともいうことができる。本書では各所で、このグローバリズ
ム（そして反グローバリズム）についても検討される。

２　憲法学におけるグローバル化の意味　

グローバル化は、現象それ自体が研究対象となっているばかりでなく、そ
れが及んでいる対象―政治、経済（市場）、社会、文化、教育、環境、安全
保障など―を研究する学問領域にも、再考・再編を迫るインパクトを有し
ている。実際、各学問領域でグローバル化との関係が議論されているところ
であるが、法学そして憲法学もまたその例外ではない。
（１）憲法学の前提　　それではグローバル化は、憲法学に対して、いか
なる意味で「再考・再編を迫るインパクトを有している」のだろうか。グロー
バル化が憲法学に対して突きつける問題とは、端的にいえば、すでに高校の
政治・経済の教科書で説明されていたように、「これまで自明とされていた
一国の主権がもはや絶対とはいえなくなったこと」に深く関係する。

憲法学は憲法を対象とする学問である。憲法とは、「国家という統治団体
の存在を基礎づける基本法」であるが、そのなかで特に憲法学が対象とする
のは、「近代に至って一定の政治的理念に基づいて制定された憲法であり、
国家権力を制限して国民の権利・自由を守ることを目的とする憲法である」
とされる（芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法〔第 7 版〕』（岩波書店・2019 年）3 頁、5 頁）。
このように憲法学は「国家」、より正確にいえば「近代主権国家」を前提と
してきたが、グローバル化によってこの前提の自明性が失われつつあり、そ
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れを憲法学としてどのように受け止めるかが問われているのである。
（２）前提の変容が憲法学にもたらす意味　　しかし憲法学では、グロー
バル化の進行スピードと比べると、それを正面から主題化した議論はこれま
で低調であったことは否めない。そうした憲法学界の状況のなか、最もシリ
アスにグローバル化という「現象」を受け止め、多くの論争誘発的な議論を
展開してきた論者のひとりが山元一教授であるということは、誰もが認める
ことであろう（蛇足であることを承知であえて付け加えれば、山元教授の研究はグロー

バル化の問題に限られず、フランス憲法研究を中心に多くの重要な業績を残されている）。
山元教授は、グローバル化とは、「公法学との関連では、トランスナショ

ナルな諸関係の急速な広がりや強まりに伴う、多種多様な政策課題に対する
ガヴァナンスのあり方の多層化がひきおこす、領域的主権観念を核心的要素
とする《近代主権国家＝古典的国家モデル》の決定的な地位低下、として観
念することができる」と理解する（山元一「〈グローバル化〉の中の憲法学―『ヨー

ロッパ立憲主義』の『規範論的転回』」阪口正二郎編『岩波講座憲法 5　グローバル化と憲法』

（岩波書店・2007 年）227 頁）。そして、とりわけ憲法学との関係でのグローバル
化について、次のように述べている。

近代主権国家と抜き差しならない関係にある憲法学にとって、relevantな現

象としてのグローバル化を観念しようとすれば、17 世紀にその当時まさしく

世界史上 sui generisなものとして忽然と出現した近代主権国家が不可逆的な

仕方で構造変容を強いられてしまい、独立的自律的な統治活動主体としての

性格を大幅に喪失するに至ったので、その結果、もはや国内における利害対

立の調整と国際社会における利害対立の調整という課題を泰然と切り分ける

ことが困難化してしまった、という事態をさすといえよう。〔山元一「グロー

バル化と政治的リーダーシップ」ジュリスト 1378 号（2009 年）92 頁〕

（３）グローバル化と向き合う憲法学　　グローバル化がもはや不可逆的
な「現象」であるとすれば、憲法学としても、グローバル化に何らかの形で
応接せざるを得ないはずである。もちろん、その応接の仕方は一枚岩である
必要はない。山元教授のように、グローバル化を憲法学における「方法論的
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ナショナリズム」、すなわち、〈国家 = 国民 = 民主制 = 主権 = 憲法 = 市民権
ないし市民社会〉という等号を思考の暗黙の前提とした、社会科学全般に及
んでいる方法論を自覚させる契機として受け止めて、憲法学のアップデート
を目指す議論もあれば、憲法学の役割の低下は不可避であるとして消極的に
受け止める論者もいる。立場の多様性は学問の健全性を示す指標でもあり歓
迎すべきであるが、問題は、グローバル化に正面から向き合った研究が、グ
ローバル化という状況の進展具合に比して、わが国においてそれほど多くな
いように見受けられるという現状にある。

３　本書の目的

本書は、そうした現状を打破するために、総論・人権・統治という憲法学
全般にわたるトピックを 23 個取り上げ、そのトピックを主たる研究対象と
してきた執筆者が、原則として①教科書等で学ぶ憲法の基本知識を確認しつ
つ、②それがグローバル化によってどのように影響を受けているのか、③そ
してそれを憲法学としてどのように考えるのかについて論じるものである。
各章はそれぞれ独立しているので、興味をもった章から読み進めてもらって
構わない。
グローバル化のなかで憲法を考えるということがどういう知的営みなの

か。この難問に真摯に向き合った各論考から読者が得られる示唆は少なくな
いだろう。

＊　　＊　　＊

本書は、山元一先生の還暦をお祝いするために企画された。法学の領域で
は、還暦や古稀祝賀に際して論文集が編まれることが少なくないが、各自が
自由なテーマを論じるそうした論文集とは異なり、本書は、山元先生の問題
提起を受け止め、それに正面から向き合い、各論点を深化させていくことに
よってこそ、山元先生から受けた大きな学恩に報いることができると考え、
上記の構成のもとでグローバル化を主題化することとした。

企画の進行にあたっては、山元先生を指導教授に研究者となった菅原真と
堀口悟郎、フランス憲法研究仲間である新井誠、慶應義塾大学大学院法務研
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究科の憲法担当の同僚である横大道聡の 4 名で相談のうえ、山元先生と日頃
親しくしている研究者、実務家の方々にご執筆を依頼した。本書の企画趣旨
にご賛同いただいた執筆者各位には、心よりお礼申し上げたい。また、田中
美里さん（一橋大学特任講師）には執筆者のフランス語原稿の翻訳をお願いし、
樋口惟月さん（慶應義塾大学大学院法学研究科前期博士課程）からは編集上のきめ
細やかなサポートを得たことについて、感謝したい。

本書の刊行にあたっては、弘文堂の登健太郎さんにご尽力いただいた。編
集者の鑑ともいえるような完璧なサポートのおかげで、怠惰な編者であるに
もかかわらず、時宜を得たタイミングでの出版が可能となった。登さんに心
からのお礼の気持ちを捧げたい。

最後になるが、本書に関わった者一同で、山元一先生の還暦をお祝いし、
今後も益々ご健勝であられることを祈念したい。

2021 年 10 月 1 日 

編者を代表して　　　

横大道 聡
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◆◆◆Ⅰ 立憲主義ってなんだ―「これまで」の憲法学の議論

１　立憲主義の多義性

近年、アカデミックの世界だけでなく、新聞やテレビ、インターネットな
どのメディアでも立憲主義という言葉を見聞きする機会が少なくないが、こ
の語は極めて多義的である

2

。日本の社会において、「『立憲主義』は今日、〈言
葉の意味はよく分からないが、とにかくなんだかすごそうだ〉という程度の
印象を残す語としてしか機能し得ていないのではないだろうか

3

」との指摘は、
このことをよく表している。
たしかに憲法の教科書を見れば、立憲主義の説明はある。しかし各教科書

を子細に比較してみると、その説明の仕方は一様ではない
4

。そのため、当の
憲法学者から、立憲主義は「憲法学界においてはそれが何かについての共通

　本章は、近時、国際法学を中心に議論されているグローバル立憲
主義（global constitutionalism）について、憲法学の観点からの考察
を試みるものである

1

。立憲主義が憲法学と深く関係する概念である
ということは多言を要しないだろうが、国際法学におけるグローバ
ル立憲主義とはどのような議論なのだろうか。それは憲法ないし憲
法学とどのように関係するのだろうか。関係するとしたら憲法学は、
グローバル立憲主義から何を学ぶべきなのだろうか。本章では、こ
れらの疑問について考えていくことにしたい。

第Ⅰ部
総　論

I-1 グローバル立憲主義？

グローバル立憲主義という呼称以外にも、「トランスナショナル」「地球」「コスモポリタン」「国際」
「世界」といった言葉とともに立憲主義が語られることがあるが、本章ではグローバル立憲主義で統
一している。

吉田俊弘=横大道聡「立憲主義とは何か」法学教室472号（2020年）68頁以下。
菅原光「マジックワードとしての『立憲主義』―脱魔術化と再生の試み」松田宏一郎=五百旗頭薫

編『自由主義の政治家と政治思想』（中央公論新社・2014年）55頁。
工藤達朗「立憲主義の概念と歴史」中央ロー・ジャーナル16巻 3 号（2019年）92〜95頁。

1

2
3

4
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西村裕一「わが国の立憲主義の歴史的考察―『立憲』概念の変遷をめぐって」公法研究 80 号
（2018年）135頁。

石川健治「『立憲主義ってなんだ』を読む」松山大学地域研究ジャーナル27号（2017年）97頁。
佐藤幸治『立憲主義について―成立過程と現代』（左右社・2015年）12〜14頁。愛敬浩二『近代

立憲主義思想の原像―ジョン・ロック政治思想と現代憲法学』（法律文化社・2003年）3 〜 9 頁な
ども参照。

須網隆夫「グローバル立憲主義とヨーロッパ法秩序の多元性―EUの憲法多元主義からグローバ
ル立憲主義へ」国際法外交雑誌113巻 3 号（2014年）35〜36頁。

高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第 5 版〕』（有斐閣・2020年）19頁。
蟻川恒正「立憲主義のゲーム」ジュリスト1289号（2005年）74頁。
南野森「立憲主義」同編『憲法学の世界〔第 2 版〕』（日本評論社・2013年）4 頁。
長谷部恭男「立憲主義」大石眞=石川健治編『憲法の争点』（有斐閣・2008年）6 頁。

了解が得られないままに憲法学者のアイデンティティを支え続ける一方で，
市民社会においては『国体』による支えのないままに中空を浮遊しているの
ではないか

5

」という辛辣な現状分析や、「立憲主義ってなんだ」という疑問
に対して、「立憲主義とはこれだ」と「簡単に応える人がいたら、その人は
インチキだと思ってください

6

」という警告が発せられているほどである
7

。

２　立憲主義の暫定的定義

しかし、「国内立憲主義は、疑問の余地なく、あらゆるグローバル立憲主
義の出発点

8

」であるとすれば、グローバル立憲主義について憲法学の観点か
ら考察しようとする本章にとって、立憲主義それ自体の検討を避けて通るこ
とはできない。そこでここでは、立憲主義という言葉を用いる際に、日本の

4 4 4

憲法学者が合意していると考えられる最低限の共通了解を確認しておくこと
にしたい。
まず、最広義の立憲主義とは、「国の統治が憲法に従って行われねばなら

ないという考え
9

」、「憲法によって公権力を拘束しなければならないとする思
想

10

」、「政治権力を制限し、正義を実現しようとする思想〔と、かかる思想に
基づいた政治のあり方

11

〕」、「政治権力あるいは国家権力を制限する思想ある
いは仕組み

12

」などであるとされる。おおむね共通してはいるものの、この最
広義の定義のレベルでも、①制限される対象が「国家」ないし「国家権力」
に限定されるか否か、②何によってそれを制限するかについて「憲法」を挙
げるか否か、③制限する目的（正義の実現など）を定義に含めるか否か、④「思
想」にとどまるのか「制度」も含むのか、において違いがあることがわかる。

5

6
7

8

9
10
11
12
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他方、憲法学では一般に、この広義の用法ではなく、実体的意味内容が込
められた、「近代」という形容詞が付された狭義の立憲主義を想定して議論
するのが通例である。憲法学者の赤坂正浩は、戦後日本における

4 4 4 4 4 4 4 4

（近代）立
憲主義という概念の用法を整理したうえで、その最大公約数的な理解は、「通
常は成文硬性憲法を制定することによって、一般市民の権利保障を目的とし
た、権力分立原理にもとづく国家権力の樹立と制限を求める思想と、この思
想にもとづく制度

13

」、であるとしている。
さらに進んで憲法学は、現代

4 4

立憲主義についても議論している。この点に
ついて憲法学者の佐藤幸治は、「現代の

4 4 4

『憲法』（『立憲主義』）について〔の〕
典型的な姿
4 4 4 4 4

」として、次の 4つを指摘するとともに、「このような『憲法』
を土台として国を運営する方法をとること」が立憲主義であるとしている。
すなわち、「第一に、特に『憲法』……と称して他の法形式……と区別して
制定される成文法があること。／第二に、その成文法が、政府（統治権力）

の正統性……の唯一の法的根拠であること。／第三に、その成文法は、個人
の自律的存在性を尊重する趣旨に立つ基本的人権を保障し、権力の濫用を防
止するための統治構造……を定めていること。／第四に、その成文法は法律
を含む他の法形式に対し強い形式的効力をもって優位し……、その優位性を
確保するため独立した機関……が違憲審査権をもつこと」、である

14

。特に違
憲審査制を備えていることを立憲主義の要素としている点に特徴がある。

◆◆◆Ⅱ グローバル立憲主義ってなんだ―立憲主義の「変容」？

１　グローバル立憲主義の「一般的な趣旨」

立憲主義という語は、単体で用いられることよりも、様々な形容詞を伴っ
て用いられることの方が多い

15

。すでに近代・現代立憲主義を見たが、そのほ
かにも、古代／中世、記述的／規範的、形式的／実質的、民主的／リベラル

赤坂正浩「日本の立憲主義とその課題―ドイツとの比較の視点から」公法研究80号（2018年）52
頁。

佐藤・前掲注 7 ）15〜16頁。
Mark Tushnet, Editorial: Varieties of Constitutionalism , 14 INT’L. J. CONST. L. 1, 2 (2016).

13

14
15
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最上敏樹「国際立憲主義批判と批判的国際立憲主義」世界法年報33号（2014年）3 〜 6 頁。
See also  Karolina Milewicz, Emerging Patterns of Global Constitutionalization: Toward a 
Conceptual Framework , 16 IND. J. GLOBAL LEG. STUD. 413 (2009). 

須網隆夫「グローバル立憲主義とヨーロッパ法秩序の多元性―EUの憲法多元主義からグローバ
ル立憲主義へ」国際法外交雑誌113巻 3 号（2014年）26頁。

同前。

／権威主義的、政治的／法的、行政／大統領／議会／人民などを付した立憲
主義の用法があり、その分だけ意味内容が拡散・多様化する。そのため、同
じく多義的な「グローバル」という形容詞（本書の「はじめに」を参照）が付さ
れた「グローバル立憲主義」について考えようという企ては、その出発点か
ら大きな障壁に阻まれているかのようである。
事実、論者によってグローバル立憲主義の意味内容は様々であり、明確な

一致はない状況にあるとされるが
16

、国際法学者の須網隆夫は、「その一般的
な趣旨

17

」として、次のように説明している。

グローバル立憲主義は、国際社会における法秩序を認識する新たな認識方法

を提示する試みであり、認識的側面と規範的側面の双方を含んでいる。代表

的論者である Petersの議論によれば、国際社会を特徴付ける諸現象の中に立

憲的要素を見出すとともに、国際社会が、法の支配・均衡と抑制・基本的人

権の保護、そして民主主義といった立憲的原則に裏打ちされた、「立憲主義者

が満足する基準（constitutionalist standards）」を満たす、ある種の憲法を備え

るべきであるという主張であり、国際社会を立憲的方向に改革しようとする

議論である
18
。

この須網による説明に適宜補足を加えながら、グローバル立憲主義の内実
を敷衍していこう。

２　グローバル立憲主義の内実

第 1に、グローバル立憲主義は、「国際社会における法秩序を認識
4 4

する新
たな認識方法

4 4 4 4

」に関する議論である。代表的論者のひとりであるマティアス・
クムも、グローバル立憲主義は、「法の世界を理解し、それに関与するため

16

17

18
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の認識枠組（cognitive frame）や思考様式（mindset）をもたらす」、「法理学的
アプローチ」であると述べている

19

。
第 2に、グローバル立憲主義は、「国際社会における法秩序

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を認識する新
たな認識方法」である。国際法学者の最上敏樹も、「国際立憲主義は、視座
となり方法論となる、世界あるいは国際法認識のための視座であり、法実証
主義とは異なる国際法学方法論

4 4 4 4 4 4 4

である
20

」と述べている。ただし、国内社会と
まったく無関係というわけではないことには注意が必要である。この点に関
して国際法学者の伊藤一頼は、「現代の国際法が経験しつつある大きな構造
変化を捉えるための視点として、立憲主義の概念を基軸に据える見方」がグ
ローバル立憲主義であるとしつつも、「これは必ずしも国際関係だけを対象
とする議論ではなく、むしろ国内社会と国際社会の相互作用により世界全体
において立憲主義の理念を実現しようとする発想を有して」いると説明して
いる

21

。国際社会における法秩序についての認識枠組み・思考様式が、どのよ
うにして国内社会における（憲）法秩序に影響を及ぼすのかという問題は、
グローバル立憲主義が憲法学に対してどのような意味をもつのかという本章
のテーマに深く関連する。この点については後に取り上げる（Ⅲ）。
第 3に、グローバル立憲主義には、「認識的側面」だけでなく「規範的側面」

が含まれている。この点に関して、『グローバル立憲主義』というハンドブッ
クでは、「研究領域としてのグローバル立憲主義は、国際システムにおいて
出現しつつあるこれらの諸要素〔法の支配、権力分立と均衡、憲法制定権力、人権
のこと―引用者〕に焦点を当てるものである。グローバル立憲主義は、立憲
主義を、法的・政治的な国際秩序がどのように変化しているかを記述かつ説

4 4 4 4 4

明するもの
4 4 4 4 4

として捉える。またグローバル立憲主義は、立憲主義に、グロー
バルな秩序の中での権利の保護と責任分配の手段としての価値を見出すこと
によって、それらの変化を規範的に評価する

4 4 4 4 4 4 4 4

方法でもある
22

」、と述べられて

マティアス・クム（根岸陽太訳）「グローバル立憲主義の歴史と理論について」憲法研究 3 号（2018
年）179〜180頁。See also  Martti Koskenniemi, Constitutionalism as Mindset: Reflections on 
Kantian Themes about International Law and Globalization , 8 THEORETICAL INQ. L. 9 (2007).

最上・前掲注16）5 頁〔傍点は引用者〕。
伊藤一頼「国際法と立憲主義―グローバルな憲法秩序を語ることは可能か」森肇志=岩月直樹編

『サブテクスト国際法―教科書の一歩先へ』（日本評論社・2020年）18頁。
Anthony F.  Lang ,  Jr.  & Ant je  Wiener,  A Const i tu t iona l i s ing G loba l  Order :  An 

19

20
21

22
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Introduction , in HANDBOOK ON GLOBAL CONSTITUTIONALISM 1, 3 (Anthony F. Lang. Jr. & Antje 
Wiener, eds., 2017) (emphasis added).

伊藤・前掲注21）21頁。
Antje Wiener, Anthony F. Lang, Jr., James Tully, Miguel Poiares Maduro & Mattias 

Kumm, Global Constitutionalism: Human Rights, Democracy and the Rule of Law , 1 
GLOBCON 1, 6-10 (2012).

最上・前掲注16）4 頁。この基準を考えるにあたって重要となるのは、政治哲学におけるグローバ
ル・ジャスティス論であろう。概観として、伊藤恭彦「グローバル・ジャスティス―公正な地球社会をめ
ざす規範」川崎修編『岩波講座政治哲学６　政治哲学と現代』（岩波書店・2014年）223頁以下を参
照。

伊藤・前掲注21）23頁。寺谷広司「国際人権条約の解釈をめぐる一考察―全体論、過程論、立憲
主義からの把握」国際法外交雑誌119巻 4 号（2021年）502〜503頁は、「立憲主義は多かれ少なか
れ世界大で一般化可能な構想と言え、とりわけ人権との関係では、人たれば当然に有するという定

いる
23

。
関連して第 4に、グローバル立憲主義は、学際的な研究領域である。『グ
ローバル立憲主義』という雑誌の創刊号（2012 年）の巻頭を飾った編者らに
よるマニフェストともいうべき論文は、グローバル立憲主義という「学際
的な研究領域」は、①特定の規範的な諸原則に基づいて世界秩序を形成す
るというプロジェクトに取り組もうとする規範主義学派（normative school）、
②グローバル立憲主義の進展のプロセスを特定し説明する機能主義学派
（functionalist school）、③両者を併せた研究、すなわち、国境を越えて広がる
立憲主義の実践を考慮に入れながら、多元的なグローバル・アクターが納得
する立憲主義の様々な可能性や望ましい諸原則を特定し提示しようとする多
元主義学派（pluralist school）のアプローチの組み合わせから成る学際的なも
のであり、この学問領域を特徴付けるのは、特定の方法論ではなく、グロー
バルなレベルでの立憲主義に対する関心と関与であるとしている

24

。
第 5に、グローバル立憲主義の議論において「立憲主義者が満足する基
準」として例示されているのは、「法の支配・均衡と抑制・基本的人権の保
護、そして民主主義」、あるいは「法の支配、権力分立と均衡、憲法制定権
力、人権」などである。グローバル立憲主義論者のなかでも、何が「立憲主
義者が満足する基準」であるかについては一致が見られないが

25

、それにして
も、日本における通説的な立憲主義理解（Ⅲ２）と比べると、はるかに濃密
な理解がとられている。グローバル立憲主義の考える「国際公共価値」の核
心には人権保障があるとされるが

26

、この点についても後で言及する（Ⅲ５）。

23
24

25
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